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証券コード6347

2021年６月９日

株 主 各 位
埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地

株式会社 プ ラ コ ー
代表取締役社長 古 野 孝 志

第61期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第61期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

なお、新型コロナウイルス感染防止の観点から、本株主総会につきましては、事前に書面また

はインターネットにより議決権を行使いただき、株主総会へのご来場をお控えいただきますよう

お願い申しあげます。

議決権の行使にあたりましては、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討下さいま

して、2021年６月23日(水曜日)午後５時30分までに行使下さいますようお願い申しあげます。
敬具

記
1. 日 時 2021年６月24日（木曜日）午前10時(９時20分より受付開始)
2. 場 所 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目７番地５

ソニックシティビル ６階 603会議室
（開催場所が昨年と異なりますので、ご来場の際は末尾の会場ご案内図をご参照のうえ、

お間違いのないようにご注意下さい。）

3. 会議の目的事項
(1) 報告事項 第61期(2020年４月１日から2021年３月31日まで)事業報告、計算書類報告の

件
(2) 決議事項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役１名選任の件
第４号議案 監査役４名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申しあ
げます。また、本招集ご通知をご持参下さいますようお願い申しあげます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.placo.co.jp）に掲載させていただきます。

【新型コロナウイルス感染防止への対応について】
<株主様へのお願い>
・株主様の感染リスクを避けるため、株主総会へのご来場をお控えいただき、書面またはインターネットによる
議決権の行使をご推奨申しあげます。

・ご来場の株主様におかれましては、ご自身の体調をお確かめのうえ、マスクの持参・着用及び会場に設置して
いる消毒液をご利用いただくなどの感染防止にご配慮いただきますようお願い申しあげます。

・本株主総会会場におきましては、役員及び運営スタッフのマスク着用など、感染予防措置を講じてまいりま
す。

・本総会においては、新型コロナウイルスの感染防止のため開催時間を短縮する観点から、議場における報告事
項及び議案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事前に招集通知にお目通しい
ただけますようお願い申しあげます。

・今後の状況変化により、株主総会の開催・運営予定に大きな変更が生ずる場合には、上記の当社ウェブサイト
にてご案内いたします。
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1.
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つであると考えており、配当

性向、株主資本配当率、内部留保及び今後の業績動向等を総合的に勘案し、長期的視点に立

った成果配分を行うことを基本方針としております。このような基本方針に基づき、当期業

績の傾向及び今後の事業環境を考慮し、以下のとおり2021年３月期の期末配当を実施したい

と存じます。

〔期末配当に関する事項〕

（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円 総額25,938,920円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月25日（金）

第２号議案 定款一部変更の件

１．提案理由

　 (1) 将来の事業拡大に備えた機動的な資本政策の実行を可能とするため、定款第５条の発

　 行可能株式総数を８百万株から３千５百万株に変更するものであります。

　 なお、当社の現在の発行済株式総数は、2,949,175株であり、会社法第113条第３項

　 は、発行済株式総数の４倍を超える発行可能株式総数を定めることができないことを

　 定めていますが、当社は、2021年７月１日を効力発生日として１株につき３株の割合

をもってする株式分割を行うこととしております。そこで、定款第５条の変更につき

　 ましては、附則を設け、当該株式分割の効力が生じることを条件としてその効力を生

　 じるものとし、その効力発生をもってこの附則を定款より削除するものといたしま

　 す。
　 （注）当社は、2021年５月24日開催の取締役会の決議により、会社法第184条第２項に基づき、上記

株式分割に伴い、本議案が否決されることを条件として、発行可能株式総数を８百万株から２
千４百万株に変更することを決定しております。

（2）今後のさらなる事業拡大を見据えた経営体制の強化充実を図るため、取締役の員数を

　 ５名以内から９名以内に増員するものであります。
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（3）監査体制の維持、充実を図るため、監査役の員数を３名以内から５名以内に増員する

　 ものであります。

（4）取締役会を開催して決議を行うことを原則といたしますが、より機動的な意思決定の

　 ため、緊急時や議案の内容に応じて書面または電磁的記録により取締役会の決議が

　 あったものとみなすことができるよう、定款第22条に第２項を新設するものでありま

　 す。

２．変更内容

定款変更の内容は、次のとおりであります。

　 (下線部分は変更箇所を示しております。)

現行定款 変更案

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

　 ８百万株とする。

（員数及び選任）

第17条 当会社の取締役は５名以内とし、

　 株主総会において選任する。

　 ②（条文省略）

（員数及び選任）

第27条 当会社の監査役は３名以内とし、

　 株主総会において選任する。

　 ②（条文省略）

（決議）

第22条 （条文省略）

　 （新設）

（発行可能株式総数）

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

３千５百万株とする。

（員数及び選任）

第17条 当会社の取締役は９名以内とし、

　 株主総会において選任する。

　 ②（現行のとおり）

（員数及び選任）

第27条 当会社の監査役は５名以内とし、

　 株主総会において選任する。

②（現行のとおり）

（決議）

第22条 （現行のとおり）

　 ② 前項の規定にかかわらず、当会社

は取締役の全員が取締役会の決議

　 事項について書面または電磁的記

　 録により同意したときは、当該決

　 議事項を可決する旨の取締役会の

　 決議があったものとみなす。ただ

　 し、監査役が異議を述べたときは

　 この限りではない。
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現行定款 変更案

（新設） 附則 第５条（発行可能株式総数）の変

　 更は、2021年５月24日に決定した

　 １株につき３株の割合をもってす

　 る株式分割の効力発生を条件とし

　 て効力を生じるものとする。本附

　 則は、同条の変更の効力発生日経

　 過後、これを削除する。

第３号議案 取締役１名選任の件

本株主総会において、「第２号議案 定款一部変更の件」に関する議案が原案どおり承認可

決されることを条件に、経営体制の強化充実を図るため、新たに取締役１名の選任をお願い

するものであります。

その候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

本
ほ ん だ と し ゆ き

多 敏行
(1970年８月14日)

1993年９月 第一チューブラ工業株式会社入社

13,200株
1998年５月 和円商事有限会社取締役社長
2002年４月 和円商事株式会社代表取締役社長（現任）

2019年10月
アジアプラスチック資源循環促進協会
代表理事（現任）

(注) 1. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 本多敏行氏は、社外取締役候補者であります。
3. 本多敏行氏は、企業経営者として培われた専門的な知識・経験等を当社経営にいかしていただくた

め、社外取締役として選任するものであります。
4. 本多敏行氏には、企業経営者として培われた専門的な知識・経験等をいかし、当社において主にリ

サイクル事業への助言をいただくことを期待しております。
5. 当社は会社法第403条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結し、当該保険

　 により被保険者がその業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がされ
　 た場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を補填することとしております。本多敏行氏が取締役に
　 選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。保険料は特約部分も含め会社が全
　 額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時
　 においても同内容で更新を予定しております。
6. 和円商事株式会社は、当社の特定関係事業者（主要な取引先）であります。
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第４号議案 監査役４名選任の件

監査役清水孝正、野崎正、荒木直人の各氏は本総会終結の時をもって任期満了となります

ので、「第２号議案 定款一部変更の件」に関する議案が原案どおり承認可決されることを条

件に、新たに社外監査役３名を含む、監査役４名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

その候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１
清
し み ず こ う せ い

水 孝正

(1948年11月８日)

1967年５月 当社入社

4,200株

1998年10月 当社技術開発室部長
2000年５月 当社管理本部技術部部長
2007年４月 当社生産本部検査部長
2009年６月 当社監査役
2013年７月 当社品質アドバイザー
2017年６月 当社監査役（現任）

２
高
たかはし たかとし

橋 隆敏

(1970年６月７日)

1993年４月 KPMGピートマーウィック株式会社入社

0株
1999年10月

アクタスマネジメントサービス株式会社
入社

2002年２月 税理士登録
2002年10月 高橋隆敏税理士事務所開設
2020年６月 ルーツ税理士法人設立 代表社員（現任）

３
秋
あきやま とおる

山 徹
(1962年７月25日)

1986年４月 カキウチ株式会社入社

0株

1991年７月
プライスウォーターハウス（現 PwC）
会計事務所入所

1996年４月
株式会社電通（現 株式会社電通グループ）
入社

2016年４月 SOLIZE株式会社入社
2018年７月 株式会社Casa入社

2020年３月
キャリア・ネットワーク株式会社
業務委託契約（現任）

４
沼
ぬ ま い ひ で あ き

井 英明

(1982年11月29日)

2010年12月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

0株
2014年６月 二重橋法律事務所入所
2016年２月 弁護士法人琴平綜合法律事務所入所

（現任）
2019年６月 株式会社廣済堂社外監査役（現任）

　

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 高橋隆敏氏は、税理士として培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制にいかしていただく

ため、社外監査役として選任するものであります。なお、当社は高橋隆敏氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として届け出る予定です。

3. 秋山徹氏は、過去に在籍された会社で培われた財務・会計等の知識・経験及び上場会社での取締役
経験を当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役として選任するものであります。
なお、当社は秋山徹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定です。

4. 沼井英明氏は、弁護士として培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制にいかしていただく
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ため、社外監査役として選任するものであります。なお、当社は沼井英明氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として届け出る予定です。

5. 当社は会社法第403条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結し、当該保険
　 により被保険者がその業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がされ
　 た場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を補填することとしております。各候補者が監査役に選

任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。保険料は特約部分も含め会社が全額
　 負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時に
　 おいても同内容で更新を予定しております。

第５号議案 会計監査人選任の件

　 会計監査人監査法人ブレインワークは、本総会終結の時をもって退任されますので、監査

役会の決定に基づき、新たに会計監査人の選任をお願いするものであります。

　 なお、監査役会が監査法人アリアを会計監査人の候補者とした理由は、同法人は上場会社

の監査経験が豊富であり、会計監査人に必要な専門性、独立性及び品質管理体制を総合的に

検討した結果、当社の会計監査が適切かつ妥当に行われることを確保する体制を具備してい

るものと判断したためであります。

　 会計監査人候補者は、次のとおりであります。

〔2021年３月31日現在〕

名 称 監査法人アリア

主たる事務所の所在場所 東京都港区浜松町１丁目３０－５

沿 革 2006年５月29日設立

概 要
出資金 ７百万円

構成人員 20人

以 上
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(添付書類)

事 業 報 告

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

1. 会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行の影響を受

け、経済活動の停滞や個人消費の低迷が続く等厳しい状況となりました。また景気の先行き

につきましては、様々な政策効果やワクチン接種による経済活動の改善が期待されるもの

の、感染再拡大による国内外経済の下振れリスクや設備投資への影響を注視する必要があ

り、不透明な状況が続いております。

当社を取り巻く環境は、現在１００年に一度といわれる産業社会の変革期を迎えていま

す。環境保護のため二酸化炭素排出を大幅に削減する取り組み、電気自動車や燃料電池自動

車の開発と移行、DX（デジタルトランスフォーメーション）の進行、AI・IOT・RPAの活用、

海洋資源保護や資源循環推進のためのプラスチックリサイクル利用など、私達の生活や仕事

のやり方が根本的に変わりつつあります。

このような状況下、売上高につきましては、インフレーション成形機事業、リサイクル装

置事業、メンテナンス事業共に、前事業年度に比して減少しました。ブロー成形機事業につ

きましては、予定していた大型成形機の納入検収が順調に進み、前事業年度に比して増加し

ております。しかしながら、当事業年度は、新型コロナウイルス感染症による客先設備投資

の抑制等及び臨時株主総会に対応するため営業活動が滞ってしまったことが、売上高が減少

した一部の要因となりました。利益面につきましても、一般管理費に含まれている前経営者

による臨時株主総会関連費用１億４千７百万円という巨額な費用も発生した結果、営業利

益、経常利益、当期純利益を圧迫し前事業年度を大きく下回りました。

以上の結果、当事業年度における売上高は、27億１千４百万円(前期比8.1％減)を計上す

ることが出来ましたが、利益面につきましては、営業利益１億８千８百万円（前期比59.9％

減）、経常利益１億８千６百万円（前期比61.8％減）、当期純利益１億９百万円（前期比61.4

％減）と減益となりました。
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(2) 事業別の概況

事業別の概況は、次のとおりであります。
（単位：千円）

部 門
売 上 高

金 額 前期比増減 構 成 比

イ ン フ レ ー シ ョ ン 成 形 機 事 業 1,300,727 △20.5％ 47.9％

ブ ロ ー 成 形 機 事 業 950,742 34.8 35.0

リ サ イ ク ル 装 置 事 業 37,610 △75.7 1.4

メ ン テ ナ ン ス 事 業 425,568 △7.0 15.7

合 計 2,714,648 △8.1 100.0

① インフレーション成形機事業

インフレーション成形機事業につきましては、高機能多層フィルム成形機を複数台納入

することが出来ましたが、大型フィルム成形機の納入が前事業年度に比べ少なく、当事業

年度の売上高は前事業年度と比べ減少しました。

この結果、売上高は13億円(前期比20.5％減)となりました。

② ブロー成形機事業

ブロー成形機事業につきましては、予定されていた大型成形機の納入検収が順調に進

み、売上高は前事業年度と比較して増加しました。

この結果、売上高は９億５千万円(前期比34.8％増)となりました。

③ リサイクル装置事業

リサイクル装置事業につきましては、小型再生機の受注やメンテナンスにとどまりまし

た。

この結果、売上高は３千７百万円(前期比75.7％減)となりました。

④ メンテナンス事業

メンテナンス事業につきましては、第３四半期会計期間以降、補修部品の受注及び工事

等の受注が増えましたが、当事業年度全体では新型コロナウイルス感染症の影響により売

上高は前事業年度と比較して減少しました。

この結果、売上高は４億２千５百万円(前期比7.0％減)となりました。
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(3) 設備投資及び資金調達の状況

当事業年度の設備投資の総額は１億２千９百万円であり、その主なものは機械装置の購入

及び本社事務棟の補修工事であります。

一方、設備及び運転資金につきましては、自己資金及び金融機関からの借入金等により賄

いました。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。

(8) 財産及び損益の状況の推移

期 別

項 目

第58期

（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

第59期

（自 2018年４月１日
至 2019年３月31日）

第60期

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

第61期(当期)

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

売 上 高 3,428,358千円 2,990,559千円 2,952,744千円 2,714,648千円

経 常 利 益 213,740千円 401,657千円 489,672千円 186,898千円

当 期 純 利 益 152,048千円 272,126千円 282,884千円 109,055千円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 57円94銭 103円12銭 106円42銭 41円54銭

総 資 産 2,217,512千円 2,900,567千円 3,106,824千円 2,308,987千円

純 資 産 830,195千円 1,086,598千円 1,343,435千円 1,282,040千円

（注）1．１株当たり当期純利益は、保有する自己株式数を除く期中平均発行済株式総数に基づき算出してお
ります。

2．１株当たり当期純利益の算定上、期中平均発行済株式総数から控除される自己株式数には、「株式
給付信託（従業員持株会処分型）」導入において設定した信託Ｅ口が所有する当社株式を含めてお
ります。

3．2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。このた
め上表の１株当たり当期純利益は、第58期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し算定しており
ます。
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(9) 会社の対処すべき課題

今後の事業環境につきましては、新型コロナウイルス感染症のワクチンへの期待感があ

る一方、感染拡大の影響により、日本政府より緊急事態宣言が度々出され外出自粛や移動

制限により経済活動は大きく制限されており、景気回復の勢いは弱く、今後も先行きの不

透明な経営環境が続くと予想されます。

当社は、インフレーションフィルム成形機、ブロー成形機及びリサイクル装置の製造販

売を主な内容とした事業活動を展開しております。

当社の中核事業の一つであるインフレーションフィルム成形機事業においては、市場は

成熟化しているものの、競合他社の新機能製品を上回る製品開発が求められ、生分解フィ

ルム等用途が拡大する分野での新機能開発や特許取得等開発投資が必要です。社会問題と

なっておりますマイクロプラスチックや廃プラスチック問題に対して、生分解性樹脂、及

びバイオプラスチックを用いた包装資材用フィルム成形機の製造生産を強化してまいりま

す。また、当社は、2021年３月１日付けで、生産されたプラスチックを資源として循環さ

せることを戦略とする「EMS事業部」を発足させました。この2021年３月９日には「プラ

スチックに係る資源循環の促進等に関する法律案」が閣議決定され、プラスチック資源循

環の取組が促進されると見込まれます。プラスチックの選別から破砕、粉砕、溶融、造

粒、再商品化、そしてプラスチックの選別へ、とプラスチック資源の循環を図るプラスチ

ックリサイクルプラントとすることを目的としております。

当社の中核事業の一つであるブロー成形機事業は、購入先の一つである自動車メーカー

を中心に飛躍的な技術開発が進んでおり、これまでのガソリン車を中心とした製造から、

将来は電気自動車や燃料電池車（水素自動車）等への移行が進むことが予想されており、

従来のニーズを凌駕する変革に対応していく必要があります。そのため、これまでのブロ

ー成形機を改良し、高機能かつ高効率化を進めるべく新製品開発が必要であり、様々な研

究開発投資が必要となります。

当社は、事業基盤の獲得・拡大を目的としたプラスチックリサイクル機器製造販売及び

廃プラスチックのリサイクル活用等、環境省が主導するプラスチックリサイクルに沿う事

業を新規に立ち上げると同時に、当該関連事業を当社グループのもう一つの柱として、成

長スピードの向上を目指しており、こうした日々強まる社会的ニーズにこたえ、中核事業

として成長せしめることにより、安定した事業運営可能な体制を整えるため、また、もし

くは、当社事業に関連する事業分別、例えば、設計から加工、組立まで一貫した製品製造

企業を含め当社とのシナジー効果が期待できる企業のＭ＆Ａを推進してまいります。これ

らの事業を推進する投資を行うため、加えて、財務基盤の安定化を図るため、第三者割当
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により新規発行株式及び新株予約権による資金調達を実行することといたしました。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申しあげま

す。

(10) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

プラスチック成形機械は、押出成形法によるインフレーション成形機及びブロー成形機で

あります。環境・リサイクル装置は破砕機を主力にしております。

また、それらに関連した各種機器類の製造、販売を行っております。

以上の機械、機器等は主に当社の考案、設計によるものです。

(11) 主要な営業所及び工場（2021年３月31日現在）

1. 本 社 埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地

2. 営業所 本社営 業 部 埼玉県さいたま市岩槻区

名古屋 支 店 愛知県名古屋市名東区

大 阪 支 店 大阪府寝屋川市

九州営 業 所 佐賀県鳥栖市

3. 工 場 本 社 工 場 埼玉県さいたま市岩槻区

(12) 従業員の状況（2021年３月31日現在）

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 歳 年

男 性 50 3名減 44.4 14.3

女 性 14 ― 36.9 8.8

合計又は平均 64 3名減 42.7 13.1
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(13) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

千円

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 305,080

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 81,700

み ず ほ 信 託 銀 行 ㈱ 24,766

2. 会社の株式に関する事項

(1) 株 式 数 発行済株式の総数 2,593,992株(自己株式140,683株を除く。）

(2) 株 主 数 1,324名

(3) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

有 限 会 社 フ ク ジ ュ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 303,700 11.70

シービーエイチケイエスエイフボンセキュリティーズコーリミテッドアカウントグローバル 244,400 9.42

令 和 キ ャ ピ タ ル 有 限 責 任 事 業 組 合 177,400 6.83

松 浦 健 133,000 5.12

株 式 会 社 DMM. com 証 券 122,100 4.70

株 式 会 社 和 円 商 事 97,000 3.73

安 本 匡 宏 79,900 3.08

正 井 宏 治 79,300 3.05

プ ラ コ ー 共 栄 会 72,500 2.79

プ ラ コ ー 従 業 員 持 株 会 63,206 2.43

（注） 持株比率は、自己株式(140,783株)を控除して計算しております。

(4) その他株式に関する重要な事項

　 該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

4. 会社役員に関する事項
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(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 古 野 孝 志

取 締 役 副 社 長 菊 池 敏 文 営業・テクノグループ・管理購買担当

取 締 役 箱 﨑 義 則 製造・技術担当

取 締 役 冨 家 友 道 マクロナイズ株式会社代表取締役

取 締 役 倉 本 敬 治
ストラーダアドバイザリーLLPマネージング
パートナー

監 査 役 (常勤) 清 水 孝 正

監 査 役 野 崎 正 さいたま法律事務所所長

監 査 役 荒 木 直 人 荒木法律事務所所長

(注) 1. 取締役冨家友道氏は、社外取締役であります。
2. 取締役倉持敬治氏は、社外取締役であります。
3. 監査役野崎正氏は、社外監査役であり、野崎正氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり

ます。
4. 監査役西村治彦氏が2020年11月30日付けで辞任したことに伴い、監査役に欠員が生じたため、会社

法の規定に基づき、さいたま地方裁判所に仮監査役選任の申立てを行い、2021年３月18日に同裁判
所より荒木直人氏が仮監査役として選任され、社外監査役として就任しております。

5. 当期中における取締役の異動は、次のとおりであります。
(1) 2020年11月６日付就任

　 代表取締役社長 古 野 孝 志
　 取 締 役 菊 池 敏 文
　 取 締 役 箱 﨑 義 則
　 取 締 役 冨 家 友 道
　 取 締 役 倉 本 敬 治

(2) 2020年11月６日付辞任
　 代表取締役社長 黒 澤 秀 男
　 取 締 役 平 石 昌 之

取 締 役 早 川 恵 執行役員総務・経理部長
取 締 役 小 沢 剛 司 小沢法律事務所所長

6. 当期中における監査役の異動は、次のとおりであります。
(1) 2020年11月30日付辞任

　 監 査 役 西 村 治 彦 西村社会保険労務士事務所代表社員
(2) 2021年３月18日付就任

監 査 役 荒 木 直 人

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過

失がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合計額を限度として責任を負担する
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旨を定めた契約を締結しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第403条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結し、

当該保険により被保険者がその業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害

賠償請求がされた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を補填することとしております。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び監査役並びに管理職従業員であ

り、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

　 ① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、その概要は、

取締役に対する報酬について、経営方針遂行を強く動機づけ、業績拡大及び企業価値向

上に対する報酬等として有効に機能するものとします。また、取締役の基本報酬の額

は、取締役会より一任された代表取締役社長が決定します。

　 ② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議による定めに関する事項

取締役の報酬等は、1984年10月24日開催の第24期定時株主総会において月額1,300万

円（使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時

点の取締役の員数は５名です。

監査役の報酬等は、1982年10月26日開催の第22期定時株主総会において月額150万円

と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理

　 由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、株主総会でご承認いただいた報

酬限度の範囲内かつ取締役会より一任された代表取締役社長が決定していることから、

その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

　 ④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長古野孝志が取締役の個

人別の報酬額の具体的内容を決定しております。その権限の内容は、各取締役の基本報

酬の額であり、この権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担

当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。
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　 ⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額

取 締 役 ９名 78,236千円(うち社外取締役３名 4,160千円)

監 査 役 ４名 17,250千円(うち社外監査役３名 6,450千円)

（注）1. 上記の取締役及び監査役の支給人員には、2020年11月６日付辞任した取締役４名及び2020年11月30
　 日付辞任した監査役１名を含んでおります。

2. 上記支給額には、2018年６月27日開催の第58期定時株主総会決議により導入された譲渡制限付株式
　 報酬制度に基づき、当事業年度に計上した金銭報酬債権の付与4,906千円(取締役３名4,906千円)を
　 含んでおります。

(5) 社外役員に関する事項

　 ① 重要な兼職先と当社との関係

1.取締役冨家友道氏はマイクロナイズ株式会社代表取締役であります。同社と当社の間

には、特別な関係はありません。

2.取締役倉本敬治氏はストラーダアドバイザリーLLPマネージングパートナーでありま

す。同社と当社の間には、特別な関係はありません。

3.監査役野崎正氏はさいたま法律事務所所長であります。同事務所と当社の間には、特

別な関係はありません。

4.監査役荒木直人氏は荒木法律事務所所長であります。同事務所と当社の間には、特別

な関係はありません。

　 ② 当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会等への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名
出席状況及び発言状況

（社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概
要を含む）

取締役 小沢 剛士

2020年11月６日辞任までに開催の取締役会14回うち10回に出席してお
ります。取締役会においては議案審議等に必要な発言を適宜行ってお
ります。また、弁護士としての知見に基づく意見の表明を行っており
ます。

取締役 冨家 友道

2020年11月６日就任後開催の取締役会13回全てに出席しておりま
す。取締役会においては議案審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。また、経営者としての知見に基づく意見の表明を行っており
ます。

取締役 倉本 敬治

2020年11月６日就任後開催の取締役会13回全てに出席しておりま
す。取締役会においては議案審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。また、豊富な企業マネジメント経験に基づく意見の表明を行
っております。
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区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

監査役 野崎 正

当期開催の取締役会27回のうち13回に出席し、また、当期開催の監
査役会12回全てに出席しております。取締役会においては議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。また、監査役会において
は、監査の方法その他職務の執行に関する事項について、弁護士と
しての知見に基づく意見の表明を行っております。

監査役 西村 治彦

2020年11月30日辞任までに開催の取締役会18回のうち５回に出席
し、また、2020年11月30日辞任までに開催の監査役会７回のうち５
回に出席しております。取締役会においては議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。また、監査役会においては、監査の方法
その他職務の執行に関する事項について、社会保険労務士としての
知見に基づく意見の表明を行っております。

監査役 荒木 直人

2021年３月18日就任後開催の取締役会１回のうち１回に出席し、ま
た、監査役会１回のうち１回に出席しております。取締役会におい
ては議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、監査役
会においては、監査の方法その他職務の執行に関する事項につい
て、弁護士としての知見に基づく意見の表明を行っております。

5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

監査法人ブレインワーク

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額 17,000千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,000千円

(注) 1. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが当社の事業規模や事業内容に適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監
査人の報酬等の額について同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬の額を
含めて記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基
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づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

6. 会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

　 その他業務の適正を確保する為の体制及び当該体制の運用状況の概要

① 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

取締役会は、それぞれの取締役が倫理及びコンプライアンス並びに各種社内規程に反す

る行為を行わないよう、内部相互牽制体制を整備しております。また、株主・投資家の皆

様への情報開示のため、社内体制を整備し、財務報告をはじめ各種情報を迅速かつ正確に

開示するなど、経営の透明性を高めるよう努めてまいります。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他職務の執行に係る重要情報は文書保存規

程に従い適切に保存及び管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有しており、リスク管理部門として

総務部がリスク管理活動を統括し、規程の作成をいたしております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する為の体制

イ．定例の取締役会を月１回開催し重要事項について審議及び決定をします。

ロ. 常勤取締役によって構成される経営会議を適宜開催し、重要案件に関する情報の早期

共有化と意思決定の迅速化を図っております。

ハ．取締役会で決定された経営方針あるいは各種指示事項に従い、迅速かつ的確な業務執

行機関として、取締役及び各部の責任者が出席する部長会を月１回開催し経営課題の解

決策を決定し、それに従い処理をしております。

ニ．業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、中長期的な経営計画及び各年度予

算を策定し、全社的な目標を設定しております。

⑤ 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

取締役会は、従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、

倫理及びコンプライアンス並びに各種社内規程に反する行為等について適用する内部通報

制度を運用しております。

⑥ 会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する為の
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体制

本年３月末日現在においては、当社に親会社、子会社は存在しておりません。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

現在、監査役の職務を補佐すべき使用人はおりませんが、今後、監査役会がその職務を

補助する従業員を置くことを求めた場合には、監査役スタッフを置くこととし、その人事

については、取締役会は監査役会と協議し、その意見を十分考慮して決定いたします。

尚、本年３月末日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき使用人を置く

ことについて求めておりません。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役補助者の人事異動について、監査役会の同意を得た上で、取締役会で決定いた

します。

ロ．監査役補助者の賃金、その他報酬についても監査役会の同意を得た上で、取締役会で

決定します。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告をする為の体制その他の監査役への報告に関する体制

イ．取締役及び従業員は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要

な報告及び情報提供を行うことといたします。

ロ．前項の報告、情報提供としての主なものは、次の通りといたします。

　 1. 当社の内部統制システム構築に係る進捗状況

　 2. 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

　 3. 当社に影響を及ぼす重要事項に関する決定

　 4. 当社の業績状況

　 5. 監査役から要求された契約書類、社内稟議書及び会議議事録の回付

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する為の体制

イ．担当部門は、内部監査活動の状況と結果、その他の職務の状況を常勤監査役に遅滞な

く報告する。

ロ．代表取締役と常勤監査役にて、随時意見交換を行う。

ハ．監査役会は、会計監査人より監査計画を事前に受領し、定期的に監査実施報告を受領

するほか、必要に応じて監査実施状況の聴取を行う。

⑪ 業務の適正を確保する為の体制の運用状況

当事業年度における業務の適正を確保する為の体制の運用状況の概要は、内部統制の基

本方針に沿って、内部統制の運用状況について重要な不備がないか定期的にモニタリング
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を行っております。併せて、コンプライアンスへの理解を深め、健全な職務執行を行う環

境を整備するために、情報セキュリティ、インサイダー取引防止等の教育及び研修を実施

しております。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につい

ては、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2021年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

材 料

前 渡 金

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 未 収 入 金

保 証 金

会 員 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

1,432,734

870,603

183,138

221,859

2,136

99,551

22,207

1,947

12,423

18,867

874,557

728,324

194,399

15,293

187,206

0

12,593

268,000

50,832

29,793

72

29,721

116,438

48,903

720

2,616

13,010

53,241

11,215

101

△13,370

1,695

1,695

流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
一年以内償還予定の社債
一年以内返済予定長期借入金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
製 品 保 証 引 当 金
賞 与 引 当 金
リ ー ス 債 務
その他の流動負債

549,970
151,193
47,919
42,800
106,006
21,497
8,624
56,717
39,790
6,742
4,093
5,229
29,380
28,381
1,592

固 定 負 債 476,977
社 債 64,500
長 期 借 入 金 305,540
リ ー ス 債 務 48,332
退 職 給 付 引 当 金 14,203
再評価に係る繰延税金負債 41,461
そ の 他 固 定 負 債 2,940
負 債 合 計 1,026,947

純 資 産 の 部
株 主 資 本 1,185,643
資 本 金 519,624
資 本 剰 余 金 127,444
資 本 準 備 金 9,999
そ の 他 資 本 剰 余 金 117,444

利 益 剰 余 金 706,438
利 益 準 備 金 9,559
そ の 他 利 益 剰 余 金 696,878
繰 越 利 益 剰 余 金 696,878

自 己 株 式 △167,863
評価・換算差額等 95,155

その他有価証券評価差額金 499
土地再評価差額金 94,655

新 株 予 約 権 1,242
純 資 産 合 計 1,282,040

資 産 合 計 2,308,987 負債及び純資産合計 2,308,987

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自2020年４月１日
至2021年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,714,648

売 上 原 価 1,776,449

売 上 総 利 益 938,199

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 749,685

営 業 利 益 188,513

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,074

受 取 地 代 家 賃 960

物 品 売 却 益 491

為 替 差 益 150

受 取 保 証 料 4,093

そ の 他 の 営 業 外 収 益 261 7,032

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,289

売 上 割 引 1,842

そ の 他 の 営 業 外 費 用 3,513 8,646

経 常 利 益 186,898

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,385 1,385

税 引 前 当 期 純 利 益 185,513

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 52,414

法 人 税 等 調 整 額 24,043

当 期 純 利 益 109,055

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自2020年４月１日
至2021年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 519,624 9,999 117,444 127,444

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

利 益 準 備 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

土地再評価差額金の取崩

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 519,624 9,999 117,444 127,444

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 5,459 632,922 638,382 △34,594 1,250,856

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △40,999 △40,999 △40,999

利 益 準 備 金 の 積 立 4,099 △4,099 ― ―

当 期 純 利 益 109,055 109,055 109,055

自 己 株 式 の 取 得 △144,918 △144,918

自 己 株 式 の 処 分 11,649 11,649

土地再評価差額金の取崩

事業年度中の変動額合計 4,099 63,955 68,055 △133,269 △65,213

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 9,559 696,878 706,438 △167,863 1,185,643
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(単位：千円)

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価
証券

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 △2,076 94,655 92,578 ― 1,343,435

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △40,999

利 益 準 備 金 の 積 立 ―

当 期 純 利 益 109,055

自 己 株 式 の 取 得 △144,918

自 己 株 式 の 処 分 11,649

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 2,576 ― 2,576 1,242 3,818

事業年度中の変動額合計 2,576 ― 2,576 1,242 △61,395

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 499 94,655 95,155 1,242 1,282,040

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……………時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

製 品、 仕 掛 品……………個別法による原価法

原 材 料……………移動平均法による原価法

「評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております」

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、減損処理した資産については耐用年数を経済的残存

使用年数、また、残存価額を耐用年数到来時点の正味売却

価額としております。

② 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可能期間（５年）を償

却年数としております。

③ リ ー ス 資 産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を

計上しております。

1)一般債権

貸倒実績率法によっております。

2)貸倒懸念債権及び破産更生債権

個別に回収可能性を勘案の上、貸倒見積額を計上してお

ります。

② 賞 与 引 当 金……………使用人及び兼務取締役に対する賞与金の支給に備えるため、

支給実績を勘案の上、次回支給見込額のうち当事業年度負

担分を計上しております。

③ 退職給付引当金……………従業員の退職給付の支出に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

④ 製品保証引当金……………検収後に保証期間のコストのうち将来に損失が発生する可

能性が高いと見込まれるものは、当該損失額を合理的に見

積り、製品保証損失に備えるため、製品保証引当金を計上

しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

　 社債発行費

社債発行費については、社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却しており

ます。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

・従業員持株ＥＳＯＰ信託

(1)取引の概要

本制度は、従業員持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理に

より得た収益を従業員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の

2021年05月26日 18時52分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 29 ―

株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として

います。

本制度は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向け

の報酬制度のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）及び2008年11月17日に経済産業

省より公表されました「新たな自社株式保有スキームに関する報告書」等を参考にして構築

した従業員向けの福利厚生制度です。

本制度は、「プラコー従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての

従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。本

制度では、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社を受託者とする「株式給付信託

（従業員持株会処分型）契約書」（以下、「本信託契約」といいます。）を締結します。本信託

契約に基づいて設定される信託を「本信託」といいます。また、みずほ信託銀行株式会社は

株式会社日本カストディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）（以下、

「信託Ｅ口」といいます。）を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託する

契約を締結します。今後数年間にわたり持株会が取得する見込みの当社株式を、信託Ｅ口が

予め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時

までに、信託Ｅ口が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積

した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配しま

す。また、当社は、信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、

信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合に

は、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。

本制度に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）を適用しております。

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く）により、純

資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事

業年度22,409千円、22,700株であります。

(3)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当事業年度24,766千円

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積

新型コロナウイルス感染症に関して、当社は、現時点では厳重な対策を実施した上で事業

活動を継続しており、平常時と比べると減少しつつも、一定の稼働率を維持しております。

しかし、当感染症は、経済、企業活動に広範囲な影響を与える事象であり、それらが当社に

及ぼす影響や今後の広がり方や収束時期を合理的に予測することは困難であります。

当社においては、現時点で入手可能な情報を踏まえ、翌事業年度の一定の期間にわたり当
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該影響が継続するものと仮定し、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行ってお

ります。しかしながら、将来の不確実性が当社が行った会計上の見積りの結果に影響を与え

る可能性があります。

2. 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産 11,215千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業

年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

仕掛品 ― 千円

仕掛品は、個別受注契約において、当該契約の見積総費用が受注金額を超える場合に当該

金額を合理的に見積り、収益性の低下による簿価切下げを行っております。見積総費用は、

契約ごとに当該契約の契約内容、要求仕様、技術面における新規開発要素の有無、過去の類

似契約における発生原価実績などのさまざまな情報に基づいて算定していますが、個別受注

契約は契約仕様や作業内容が顧客の要求に基づき定められており契約内容の個別性が強く、

また、比較的納品までの期間が長期にわたることから、作業工程の遅れ等による当初見積り

に対する原価の増加、材料費の変動、新規開発技術を利用した製作遂行等における当初想定

していない事象の発生による原価の変動など、製作開始から検収終了までの環境の変化に

よって、見積総費用が変動することがあります。経営者は、四半期ごとに当四半期までの発

生費用と事前の見積りとの比較を行い、その時点での製造の進捗状況等を踏まえた最新の情

報に基づいて見直した収益性の低下による簿価切下げ見込額を妥当なものと考えています

が、将来の状況の変化によって見積りと実績が乖離した場合は、当社の損益に影響を与える

可能性があります。

製品保証引当金 5,229千円

製造上やその他の不具合に対し、製品の種類や不具合の要因ごとに定められた期間又は一

定の使用条件に応じて製品保証を行っており、期末日現在において将来の費用発生の可能性

が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に、製品保証引当金を計上していま

す。将来の発生費用は、主に過去の無償補修実績、過去の売上実績を基に見積っています。

経営者は、発生費用の見積り額を妥当なものと考えていますが、将来の状況の変化によって

見積りと実績が乖離した場合は、当社の損益に影響を与える可能性があります。

3. 貸借対照表に関する注記
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(1) 土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

再評価を行った年月日 2001年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出してお

ります。

再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳

簿価額の合計額を下回っている額 28,700千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 887,545千円

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 現 金 預 金 94,031千円

建 物 186,548千円

土 地 268,000千円

合 計 548,580千円

担保に係る債務

短 期 借 入 金 65,326千円

長 期 借 入 金 41,140千円

社 債 107,300千円

合 計 213,766千円

(4) 偶発債務

当社が納入した機械の性能不良、品質不良により、通常予想される金額以上の追加的補

償が生じる可能性があります。

4. 損益計算書に関する注記

　 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 2,312千円
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5. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 2,734,675株

(2) 当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 163,383株
(注) 信託Ｅ口が保有する当社株式を自己株式に含めております。（当事業年度末22,700株）

(3) 当事業年度末日における新株予約権（権利行使の期間の

初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式

の種類及び数 普通株式 100,000株

(4) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 40,999 15.00 2020年３月31日 2020年６月26日

(注）2020年６月25日定時株主総会の決議による配当金の総額には、信託Ｅ口が保有する当社株式に対する配
当金517千円が含まれております。

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2021年６月24日開催予定の第61期定時株主総会において次の通り付議いたします。

株式の種類 普通株式

配当の原資 利益剰余金

配当の総額 25,938千円

１株当たり配当金 10円00銭

基準日 2021年３月31日

効力発生日 2021年６月25日
(注）2021年６月24日定時株主総会の決議による配当金の総額には、信託Ｅ口が保有する当社株式に

対する配当金227千円が含まれております。

6. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は賞与引当金の否認、製品保証引当金の否認等でありま

す。

7. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。
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当社は、売掛債権について、営業部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金・社債の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。
(単位：千円)

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 870,603 870,603 ―

(2) 受取手形 183,138 183,138 ―

(3) 売掛金 221,859 221,859 ―

(4) 投資有価証券

その他有価証券 48,903 48,903 ―

資 産 計 1,324,505 1,324,505 ―

(1) 支払手形 151,193 151,193

(2) 買掛金 47,919 47,919

(3) 長期借入金 （※１） 411,546 411,589 △43

(4) 社債 （※２） 107,300 107,300 ―

負 債 計 717,959 718,001 △43

（※１）１年以内返済予定の長期借入金106,006千円は、長期借入金411,546千円に含めております。

（※２）１年以内償還予定の社債42,800千円は、社債107,300千円に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

資 産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形、並びに(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は証券取引所の価格によっております。

負 債

(1) 支払手形及び(2)買掛金

これらの時価は、短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
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簿価額によっております。

(3) 長期借入金及び(4)社債

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入をした場合に想定される利

率で割引いた現在価値により算定しております。

8. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 498円11銭

(2) １株当たり当期純利益 41円54銭
(注) １ 信託Ｅ口が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自

己株式に含めております。（当事業年度末22,700株）
２ 信託Ｅ口が保有する当社株式を、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。（当事業年度27,681株）

9. 資産除去債務に関する注記

当社は、本社土地の一部の不動産賃貸契約に基づき、土地の退去時における原状回復に係る

債務を有していますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移

転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当

該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

10. 重要な後発事象に関する注記

当社は、2021年４月26日開催の取締役会において、以下のとおり第三者割当による新株式の
発行（以下「本第三者割当増資」といいます。）及び第２回新株予約権（以下「本新株予約権」
といいます。）の発行を行うことについて決議いたしました。

＜株式発行に係る募集の概要＞

（１） 払込期日 2021年5月12日

（２） 発行新株式数 普通株式214,500株

（３） 発行価額 1株につき1,397円

（４） 調達資金の額 299,656,500円

（５）

募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法によります。

ニューエネルギーマネジメント合同会社 143,100株

遼阳康达塑胶樹脂有限公司 35,700株

JVA TELOK KURAU.，LTD 35,700株
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（６）
その他

本第三者割当増資については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書

の効力発生を条件とします。

＜新株予約権発行に係る募集の概要＞

（１） 割当日 2021年5月12日

（２） 新株予約権の総数 2,861個

（３）
発行価額

総額4,317,249円

（新株予約権1個当たり1,509円）

（４） 当該発行による

潜在株式数
286,100株

（５）

調達資金の額

403,998,949円

（内訳）

新株予約権発行分 4,317,249円

新株予約権行使分 399,681,700円

上記資金調達の額は、本新株予約権の払込金の総額に、すべての新株予

約権が行使されたと仮定して算出された金額の合計額です。新株予約権

の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した新株予約

権を消却した場合には、上記資金調達の額は減少します。

（６） 行使価額 1株当たり1,397円

（７） 行使期間 2021年5月12日から2023年5月11日

（８）

募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、次の者に割り当てます。

ニューエネルギーマネジメント合同会社 2,147個

遼阳康达塑胶樹脂有限公司 357個

JVA TELOK KURAU.，LTD 357個
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（９）

その他

① 譲渡制限

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとし

ます。

② 取得条項

当社は、本新株予約権の割当日以降、東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値が20取引日連続して、行使価額の120％を超えた場

合、当社は、当社取締役会が別途定める日（以下、本項において「取得

日」といいます。）の2週間前までに本新株予約権者に対する通知又は公

告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権1個につき金

1,509円で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得す

ることができます。

③ その他

前記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発

生を条件とします。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

株式会社 プ ラ コ ー
取締役会 御中

監査法人ブレインワーク

東京都千代田区内幸町2-2-2富国生命ビル2階

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 石 井 友 二 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 小 林 正 俊 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラコーの2020年４月１日か

ら2021年３月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2021年４月26日開催の取締役会において、第三者

割当により発行される新株式及び第２回新株予約権の発行を行うことについて決議した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書
類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年４月1日から2021年３月31日までの第61期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の
とおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人ブレインワークの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月21日
株式会社プラコー 監査役会

常勤監査役 清 水 孝 正 ㊞
社外監査役 野 崎 正 ㊞
社外監査役 荒 木 直 人 ㊞

以 上
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